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Ⅰ　はじめに

　1998年６月２日，アメリカ合衆国（以下，ア
メリカ）カリフォルニア州の住民提案227号が
61パーセント対39パーセントで可決された。こ
れは，従来の二言語教育を廃止して，学年や出
身地，母語に関係なく，１年間の英会話を中心
とした集中学習をした後，英語だけによる授業
を施すとした提案であった。
　提案が可決したことにより，翌日にはメキシ
コ系アメリカ人法的擁護・教育基金（the Mexican 

American Legal Defense and Educational Fund: 

MALDEF）やその他の公民権団体が，提案の
差し止め命令を申し立てた。しかしこれに対し
て，翌月７月15日，連邦地方裁判所サンフラン
シスコ支部がこれを拒否したため，言語の上で
マイノリティである生徒たちの教育に直接影響
を及ぼす住民提案227号は，同年８月３日にカ
リフォルニア州法となった１）。
　周知の通り，アメリカでは原則として連邦法
で規定がない限り，州ごとに，厳密に言えば各
学区によって独自の教育制度をとることができ
る。ところが二言語教育については，後述する
1968年の初等・中等教育法第７編による連邦基
金の受給や，1974年のラウ対ニコルズ（Lau v. 

Nichols）判決により，英語を理解しない特別
な支援を受ける必要のある子供たちに対して，
適当な救済を実施するよう求められたことを受
けて，カリフォルニアをはじめとした多くの州
の各学区では，必要に応じて，英語のほかにス
ペイン語などの外国語での授業を展開すること

が求められてきた。
　当然のことながら，こうした連邦法がある以
上，連邦政府の方針を州政府が独自に撤回する
といった政策は行なえない。したがってカリフ
ォルニアでは，連邦法に抵触しないよう，完全
な二言語教育の否定ではなく，英語学習者に対
する配慮を残した形で住民提案227号が起草さ
れた。そして州の有権者はこれを支持し，母語
の充実や維持を目的とした二言語教育に終止符
が打たれることになり，二言語教育政策は1998

年に転換期を迎えることになった。
　本研究は，アメリカで最大の人口を抱え，か
つ最も多くの外国籍人口を擁するカリフォルニ
ア州における二言語教育政策について，その主
たる対象であるラティーノに着目しながら分析
するものである。アメリカでは，市民はもちろ
んのこと，たとえ不法移民の子弟であっても，
学校教育を受ける権利を有している２）。ところ
が，非英語圏出身の移民がアメリカにやってく
ると，その子どもたちは英語を理解しない場合
が多い。そのため，十分な学校教育を受けるに
は，母語での授業が提供されるべきなのか，あ
るいはアメリカで暮らす以上，英語で授業を受
けるべきなのか，といった議論が出てくる。カ
リフォルニア州では現在，社会の多様化を反映
し，選挙に備えて有権者登録を行なうと，英語
のほかに，スペイン語，日本語，ヴェトナム
語，タガログ語，中国語，ハングル語での投票者
情報が入手できる。こうした具合に，学校教育
だけでなく，社会システムも変化しつつある３）。
　ところで，カリフォルニア州での二言語教育
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政策は，どのような形で，何を目的として展開
されてきたのであろうか。時代の変遷ととも
に，その意義は変化してきたのであろうか。本
論文ではまず，カリフォルニア州とアメリカ全
体における二言語教育の歴史を概観した上で，
現在の二言語教育の主たる対象であるラティー
ノの存在と現状について，カリフォルニア州で
の事例を中心として取り上げる。州が先行する
形で行なわれてきた二言語教育政策について，
特に連邦政府が介入する1968年以前と，それ以
降今日に至る変遷を，後者は特に連邦政府と州
政府の動向に着目して考察することを目的とす
る。特に1980年代以後，カリフォルニアでは，
英語を話せない子供たちが増加し，二言語教育
に力を注がなくてはならない社会現象が起きて
いたが，そうした矢先に審議されることになっ
たのが，1998年の住民提案227号であった。
　なお，本論文において使用する用語につい
て，付言しておきたい。まず，従来「ヒスパニ
ック（Hispanic）」と呼ばれていた人々につい
てであるが，出身国を中南米に限定し，かつ不
法移民を想起するイメージを払拭するために，
ここでは特に原資料であえて「ヒスパニック」
もしくは両方の名称が併記されているなど，そ
の使用が要請されていない限り，「ラティーノ
（Latino）」と称する。同様に，「アフリカ系ア
メリカ人（African-American）」についても，政
治的公正（political correctness）という観点か
ら，統計などで「黒人（Black）」といった名称
が使用されていない限り，本文では「アフリカ
系アメリカ人」を使用する。
　また，英語を母語としない生徒に対する呼称
について，2006年現在では，「英語を学習する
生徒たち（English Learner students: EL）」とす
る場合が多く見られるようになったが，本論文
の主たる対象となる1990年代には，彼らを，
「英語能力に限界のある（Limited-English-

Proficient: LEP）生徒」と呼んでいたことから，
本文では LEP生徒と表記することにする。

Ⅱ　アメリカにおける二言語教育政策

１． カリフォルニア州における二言語教育の
はじまりと分離教育

　周知のように，カリフォルニアは1848年２月，
米墨戦争（the Mexican-American War: 1846-1848

年）の結果締結されたグアダルーペ・イダルゴ
条約（the Treaty of Guadalupe Hidalgo）によっ
て，アメリカ領になった。
　ところで，カリフォルニア州における学校教
育のあり方を考える上では，同地における公教
育で，古くから分離教育が行なわれてきた事実
を指摘しておかなければなるまい。カリフォル
ニアは，メキシコからアメリカ領になって６年
後の1854年には，サンフランシスコ市・郡教育
委員会が全米で初めて有色人種のための学校
を，1859年には中国人専用の学校を開設してい
る。さらに1885年には州の教育令において，
「モンゴリアンと中国人の子供たちのために，
隔離学校を設置する権限を有す」とする規定が
定められて以来，公立学校における分離教育が
行なわれ，1906年の日本人学童隔離問題など，
しばしば論議を呼んできた４）。
　ラティーノに関しては，グアダルーペ・イダ
ルゴ条約の中で，アメリカ南西部に居住するす
べてのメキシコ人には，本人が希望することに
より，アメリカの市民権を獲得することが認め
られた。米墨戦争当初，カリフォルニアには
6000人のヒスパニック・コミュニティを構成す
る現地人，4500人のスペイン語を話すヨーロッ
パ人，メキシコ人，アメリカン・インディア
ン，アフリカ系の人々が暮らしており，アング
ロサクソン系はわずか1500人ほどしか住んでい
なかった（これとは別に，内陸部には約20万人
のアメリカン・インディアンがいた）。しかし，
1848年１月にコロマで金鉱が発見されたことか
ら，ゴールド・ラッシュが起こり，1849年９月
には，アングロサクソン系が一挙に約８万人に
まで膨れ上がった。この時点で，メキシコ人は
約１万3000人であった。アメリカ領になってか
ら，わずか２年もたたないうちに，スペイン語
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を話す人々をアングロサクソン系が数の上で上
回ったのである。
　急速な人口の増加に伴って，早くも1850年に
州に昇格したカリフォルニアであるが，このと
きの州民は９万2597人，当初は27郡（2006年現
在は48郡）によって構成されていた。多くの
人々がカリフォルニア北部の金鉱を目指したた
め，ロサンジェルスの人口は当初の約5000人か
ら1850年には1610人に減少していたが，サンフ
ランシスコには約２万4000人がいた５）。
　それでもロサンジェルス地域は，1870年代後
半まではスペイン語を話す人々が多数を占め
た。アメリカによる支配後，1850年６月に市議
会によって最初の学校が設立されたが，それは
スペイン語で授業を行なう学校であった。開校
時には20人の生徒を教えることになったが，教
員の給料が１ヵ月60ドルというあまりの安さの
ため，教師が同年末で辞めてしまうという事態
に見舞われた。しかし，これを受け継いだ牧師
は，１ヵ月150ドルの給料で今度は英語による
授業を行ない，1853年まで続けた。
　この間の1851年５月，市議会はスペイン語で
授業を行なう宗教団体による経営の教区学校
（parochial schools）と私立学校３校に対して，部
分的な補助金を出すことに同意していた。しか
し，カリフォルニアが州に昇格してしばらくし
た後，1855年３月に州議会は，カリフォルニアの
公立学校では，英語でのみの授業が行なわれる
べきであるとする法律を制定した。その趣旨は，
すべての子供たちをアメリカ化（Americanization）
することにあったが，同時にスペイン語を話す
子供たちを公立学校から排除することになり，
結果として，メキシコ人の多くが信仰している
カトリックの教区学校の設立に拍車をかけるこ
とになった６）。
　やがて1855年12月には，司祭が委員会を組織
して村の有力者からの寄付を募った上で，女子
の孤児院と学校を設立したが，この時の生徒た
ちは，英語とスペイン語で授業を受けていたと
される。しかし，孤児院に対する市議会からの
支援が得られなかったため，地元の新聞社が立

ち上がって6000ドルの寄付を募り，その結果，
校舎を増築することなどができた。その際，プ
ロテスタントやユダヤ教徒など，宗派を超えた
幅広い協力が得られた７）。
　このように，カリフォルニアの子供たちのた
めに二言語教育を行なう学校を設けようとする
初期の努力は，早くも支配者階級となっていた
アングロサクソン系の人々によって抵抗されて
いた。しかし当時の教育者の多くは，二言語教
育を行ない，スペイン語を話す子供たちのため
の学校を開校することこそが，結局は社会全体
の利益をもたらすという強い信念を持ってい
た。たとえば，1855年初期の段階で，その先駆
者的な存在として，印刷屋を間借りしてカトリ
ックの二言語教育を行なうための学校をはじめ
たニールソン（J.R. de Neilson）が挙げられる。
彼は報酬を当てにせず，１ヵ月１ドル以下の授
業料で，35人までの少人数制の学校を経営して
いた。ところが，やがて資金が不足したため，
有力なヒスパニックの市民が市議会に掛け合
い，ニールソンに対しわずかの給料でも出して
もらえないかと交渉したが失敗し，同校は結局
のところ，開校後１年も経たないうちに閉鎖を
余儀なくされた。
　スペイン語を母語とする人々にとっての本格
的な学校は，1859年１月に，やはりカトリック
の司祭の求めに応じたラホ（Bernardo Raho）
神父がロサンジェルス市に設立した，二言語教
育を行なうためのグラマー・スクールであっ
た。「エスクエラ・パロキアル・デ・ヌエスト
ラ・セニョーラ・デ・ロスアンヘレス（Escuela 

Parroquial de Nuestra Señora de Los Ángeles）」
と名付けられたこの学校は，１ヵ月２ドルの授
業料で運営され，カトリックだけでなく，プロテ
スタントやユダヤ教徒を含む，多くのアメリカ
人が子供を通わせるほど，大成功を収めた８）。
　ところで，1855年の州法の規定にもあるよう
に，カリフォルニア州の公教育では，公式に
は，英語での授業が求められていたことから，
スペイン語での授業は行なわれないことにな
る。しかし，ロサンジェルスや他の南西部にあ
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る主要都市の学校では，公教育とは別に，二言
語での授業を提供する恒久的な教区学校の制度
が整えられていった。こうした制度ができた背
景には，おそらくカリフォルニアにおける特殊
な事情があったためであると考えられる。
　すなわちカリフォルニアでは，公式には公立
学校からメキシコ系アメリカ人（Chicanos）は
排除されておらず，他のエスニック・グループ
のように隔離学校への通学を強要されることも
なかった。ただしエストラーダ（Lawrence J. 

Estrada）によると，「1860年から1880年までの
間，公立学校からアメリカン・インディアンの
生徒が法律によって排除された際，メキシコ系
アメリカ人にもしばしばこれが適用された」と
指摘される。なぜならば，「地方のコミュニテ
ィにおける主流派がしばしばそうすることを望
んだため，こうしたパターンが続いた」のであ
った。さらに興味深いことに，こうしたことは
カリフォルニア州のスペイン語を話す生徒にだ
け該当していたのではなく，テキサス，コロラ
ド，ニューメキシコ，アリゾナ諸州において
も，アングロサクソン系の人々が二言語教育を
行なう公立学校の維持を望まないために，同じ
傾向が見られたという９）。
　この当時，カリフォルニアでスペイン語を話
す人々は，自分たちの文化や言語を維持・発展
させることを望み，メディアの多くもスペイン
語での授業を支持していた。しかし，サンフラ
ンシスコの「エル・エコ・デ・ラ・ラサ・ラテ
ィーナ（El Eco de la Raza Latina）」という新聞
社は例外で，ラティーノが英語を学ぶことを促
し，バイリンガリズムを支持していた。一方
で，1870年前後にロサンジェルスの教育監督官
であったローズ（T. H. Rose）博士は，南カリ
フォルニアで教鞭をとるアングロサクソン系の
教師は，積極的にスペイン語を学ぶべきである
と提案するなど，ラティーノに対する理解を示
した。

２． アメリカにおける二言語教育のはじまり
と連邦政府の介入

　アメリカでは，基本的に教育行政は各州に委
ねられており，二言語教育についても，1960年
代に連邦政府が介入するまでは，それぞれの州
が独自に行なっていた。古くは1839年にペンシ
ルヴェニア州の公立学校で，一定数の両親から
の要請があった場合にはドイツ語での授業を行
なうとする規定が設けられ，カリフォルニア州
ロサンジェルス郡でも州政府の方針とは別に，
1861年に条例で公立学校において英語とスペイ
ン語の両方を基本として教えることが定められ
ていた。
　もっとも，こうした教育方法に対しては批判
的な動きも見られた。1890年にウィスコンシン
州では，リーディングとライティング，数学，ア
メリカの歴史について，英語での授業を行なわ
ない学校は，州の定める義務教育法に基づく学
校とはみなさないとする方針が打ち出された10）。
　それでも，19世紀後半から第一次世界大戦ま
では，二言語教育や言語の多様性が，部分的に
受け入れられていった段階であるとみなすこと
ができる。1884年，ニューメキシコ州は学校法
を制定し，公立のスペイン語学校の設立を認め
ることにした。アメリカ連邦議会は，ニューメ
キシコ州議会の法案，法律，定期刊行物につい
て，スペイン語に翻訳する費用の拠出を認め
た。さらに同州では，1911年，州憲法を新たに
批准し，その中で州議会を通過したすべての法
律について，スペイン語と英語の両方で印刷さ
れなければならず，また公立学校の教員は，ス
ペイン語を話す生徒に対してスペイン語で教え
るために，訓練を受けなければならないとし
た。これが，アメリカ南西部で最初に議会の定
めた法律によって，メキシコ系アメリカ人を教
える公立学校の教師に対する言語の訓練を義務
化したものとなった11）。
　首都ワシントンにある子供擁護基金（Children’s 

Defense Fund）のディレクターであるオーガス
ト（Diane August）とカリフォルニア大学サン
タクルス校で教育心理学を専門とするガルシア
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（Eugene E. Garcia）教授の研究によると，第一
次世界大戦以前のアメリカの公立学校における
二言語教育とは，３つの言語が主流であった。
具体的には，ルイジアナとニューイングランド
の一部でのフランス語，ニューメキシコでのス
ペイン語，そして東部および中西部におけるド
イツ語である。このほかにも，ノルウェー語や
チェコ語，イタリア語，ポーランド語，オラン
ダ語，リトアニア語などが，それぞれの国の出
身者が集住している地域のカリキュラムにおい
て用いられた。公立学校以外においても，多く
の場合，宗教団体の付属機関としての私立学校
が設立され，母語での授業が行なわれていた12）。
　このように順調に進展してきたかのように思
われた二言語教育であったが，第一次世界大戦
勃発から1960年代にかけては，アメリカ全体に
ナショナリズムや孤立主義が台頭したことか
ら，一転して二言語教育が否定される傾向が見
られた。戦争中から，外国語教育に対する規制
が厳しくなり，1903年には14の州でのみ英語を
唯一の教授言語とするといった規定があった
が，その数は1923年までに34州にまで増えた。
これは外国語学校においても例外ではなく，実
質的には第一次世界大戦前から二言語教育をは
じめていたドイツ語学校や日本語学校に対して
も，英語だけによる授業が求められた13）。
　アメリカにおいて，本格的な二言語教育を行
なう必要性に迫られることになったのは，実は
偶発的な出来事にも後押しされていた。1960年
代初め，キューバにおいてカストロ（Fidel Castro）
国家評議会議長が政権の座に就くと，同国から
の難民がフロリダ州に押し寄せるようになっ
た。彼らを同化させるために，同州デード郡の
コーラル・ウェイ・スクール（Coral Way 

School） において，最初の３学年の間，二言語
教育を行なうことになった。これに続き，1964

年には，テキサス州でメキシコ系アメリカ人の
ための２つの二言語教育プログラムが開始され
た。そして翌1965年には，ニューメキシコ州ペ
コスやテキサス州エジンバーグにおいても，二
言語教育プログラムがスタートすることになっ

た。こうして連邦法である1968年の二言語教育
法が制定される以前に，地方当局の支援の下に
二言語教育をはじめていたのは，フロリダ，テ
キサス，ニューメキシコ，アリゾナ，そしてカ
リフォルニアの５州であった。
　さて，1964年には初等・中等教育法（the 

Elementary and Secondary Education Act: ESEA）
が成立するが，その第１編には不利益を被って
いる生徒に対する教育規定があった。これは，
彼らに第二言語としての英語（English as a 

Second Language: ESL）を学習させることによ
り，英語への迅速な移行を目指す，二言語教育
プログラムに対する連邦基金が初めて付けられ
るきっかけとなった14）。
　二言語教育が全米規模で行なわれる契機にな
ったのは，1967年１月のことであった。テキサ
ス州選出の民主党連邦上院議員ヤルボロフ
（Ralph W. Yarborough）は，上院法案第428号を
提出した。それは，母語がスペイン語である生
徒や，英語が外国語である生徒に対する二言語
教育プログラムを，地方の教育機関に設置する
ための支援を行なうというものであった。同年
９月までには，彼のほかにも49人の議員が，少
なくともひとつの二言語教育法案を支援すると
いった具合に，その気運が高まった。
　そして，1968年１月２日，初等・中等教育法
第７編（Title Ⅶ of the Elementary and Secondary 

Education Act）は，民主党のジョンソン（Lyndon 

B. Johnson）大統領の署名を得て，第90議会に
おいて成立した。ジョンソン大統領は，1963年
から1969年まで大統領職に就いていたが，在任
中，「偉大なる社会（the Great Society）」を標
榜し，教育は貧困を緩和するための重要な手段
であるとみなしていた。さらに大統領は，地元
テキサス州でスペイン語を話す子供たちを教え
ていたこともあり，彼らを支援しようと考えて
いたのであった。
　これは，1968年の二言語教育法（the Bilingual 

Education Act of 1968）とも呼ばれ，経済的に
貧しく，英語を話す上で限界がある生徒に対す
る教育上の需要を満たすことを目的としたもの
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である。具体的には，この基金を地方の教育機
関が受け取ることにより，二言語教育プログラ
ム，祖国の歴史や文化に関するプログラム，幼
少期の教育プログラム，成人教育プログラム，
二言語教育に携わる補助員を訓練するためのプ
ログラムを発展・運営することとなった。これ
により，英語力に限界がある生徒に対する両親
の協力を求めると同時に，職員や教材に対する
連邦基金が付けられるようになった。
　1968財政年度には二言語教育関連の予算は付
かなかったが，翌1969年度には3000万ドルを計
上したうちの750万ドルが付けられ，２万7000

人がその対象者となった。その後，1974年，
1978年，1984年，1988年と４回にわたり二言語
教育法は改定され，連邦基金は1974財政年度に
は5840万ドル，1980財政年度には１億6700万ド
ルが付けられた。しかし，レーガン（Ronald Reagan）
政権期（1981-1989年）に行なわれた1984年の
改定時には１億3940万ドルに減額され，1988年
には１億4660万ドルになった。なお，1974年の
改定の際，二言語教育の定義について，「英語
での授業，勉強を行なうもので，教育制度を通
じて効果的な進展が子供に見込まれる場合，必
要に応じてある程度母語の使用が認められる」
と規定された。
　こうして，1968年の二言語教育法の制定以
来，多くの州で二言語教育が行なわれるように
なったが，1974年のラウ対ニコルズ判決で最高
裁判所が下した結論は，その後のアメリカ社会
における二言語教育の徹底に拍車を掛けるもの
となった。
　同判決では，「単に同じ施設や教科書，教員，
カリキュラムを生徒に提供しているというだけ
では，平等な待遇とは言えない。（当時の教育
現場における状況は）英語を理解しない生徒に
対して，事実上，意味のある教育から締め出し
ているのも同然である」と，この時点での学校
教育に対し，厳しい指摘がなされた。その上
で，「公立学校での教育のまさしく中心となる
のは，基本的な英語力である。しかし，子供が
すでに身につけた（言語上の）基礎力を前提と

した効果的な教育プログラムに参加する以前
に，（英語で）必修科目を強要するといったこ
とでは，公教育が笑いものにされる」と，学校
教育における母語での授業の大切さに触れ，さ
らに，「特定の救済がなされていない。英語を
話さない中国人の生徒に英語を教えることはひ
とつの手段であり，またこれとは別に，彼らに
中国語での授業を行なうという手段も考えられ
る。さらに，そのほかにも取るべき方法がある
かもしれない」とし，英語を母語としない生徒
に対して，適当な救済策を施すことが求められ
た15）。
　この1974年における最高裁判決によって，サ
ンフランシスコの中国人生徒に，「適当な救済」
を受ける資格があるとする判決が下されたこと
による波紋は大きかった。多くの州は，この判
決を受けて，二言語教育に対する本格的な取り
組みを行ないはじめた。同じく1974年に制定さ
れた教育機会均等法では，連邦基金を受けてい
る学校は，英語を流暢に話せない生徒のため
に，カリキュラムにおいて特別なプログラムを
盛り込まなくてはならないとする規定を設けて
おり，これを満たす必要性も出てきた。
　1974年のラウ対ニコルズ判決を受けて，連邦
政府として具体的な動きを見せたのは，民主党
のカーター（Jimmy Carter）大統領であった。
1980年，カーター政権（1977-1981年）は，幼
稚園から第８学年の間で，同一言語を母語とす
る LEP生徒が少なくとも25人以上いる学校で
は，二言語教育を義務付けるとする提案を行な
った。しかし翌年，共和党のレーガン大統領
は，この提案は「洗練さを欠き，柔軟性を欠
き，耐え難い負担となり，実行不可能な，そし
て信じられないほど費用のかかる」ものであ
り，そもそも二言語教育は，州と地方の責任を
連邦に押し付けたものであるとして撤回した。
　そもそもレーガン政権は，防衛費の伸張の穴
埋めをするため，社会福祉や教育に関連する予
算を大幅に削減しようとしていた。そのため，
二言語教育に対しても予算を削ろうとして揺さ
ぶりをかけていた。1981年には，初等・中等教
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育法の第７編を廃止し，29ものプログラムを無
効にしようとしたが，連邦議会のヒスパニック
支持グループや教育長官からの圧力に屈し，結
局は実行されなかった。
　こうしたレーガン政権の思惑とは裏腹に，
1984年の二言語教育法改正法案は，二言語教育
をさらに充実させるものとなった。毎年，LEP

生徒には約３億ドルもの連邦および州基金が費
やされており，もし各学区が厳密にラウ対ニコ
ルズ判決を履行したら，その倍以上の費用が必
要になると見込まれていたことから，連邦議員
の中には英語以外の言語による授業を行なうこ
とは適当ではないといった議論も出された16）。
しかし，結局同法案は，1984年10月３日に上院
を，同４日に下院を通過したのち，最終的には
10月19日にレーガン大統領の署名を経て成立し
た。
　それは，下院で民主党が多数を占める中で，
２人の民主党員と，ヒスパニックが多い州から
選出されていた２人の共和党員のリードによっ
てもたらされた法案であったが，レーガン大統
領にとっては，予算の増額を抑える一方で，再
選を目指す大統領選挙を目前に控えての，苦渋
の決断であった。大統領は，「二言語教育法の，
改正により，連邦基金を使用する上で，英語を
話すことに限界のある生徒が英語を学ぶ際に，
従来の伝統的な方法を取るか，すでに効果があ
ることが証明された別の方法を取るかを，各学
区が選択することができるという柔軟性が与え
られたことを特に喜ばしく思う」と述べた。
　このときの改正は，1984-1988年まで適用さ
れることになっていたもので，パートＡからＤ
までの項目が設けられた。パートＡは５つのプ
ログラムを含んでおり，一般学級への移行や卒
業を目標として，子供の母語をある程度使用し
ながら授業を行なうものや，母語は使用せず，
特別なカリキュラムによって英語力を身に付け
させようとするもの，英語能力に限界のある両
親の英語力を付けることを目的とするものな
ど，二言語教育に関する幅広い教育方法を試み
るため，同法の基金の約60パーセントが使用さ

れることになった。パートＢは，対象となる生
徒数に関するデータを収集したり，教育プログ
ラムに対する評価を行なったり，より効果的な
二言語教育を行なうための改善策を模索したり
するものである。パートＣは，教員養成や再教
育を行なうための基金について，そしてパート
Ｄは，「二言語教育およびマイノリティ言語問
題事業局（Office of Bilingual Education and Minority-

Language Affairs: OBEMLA）」と，それを支援する
「全米二言語教育諮問会議（National Advisory 

Council for Bilingual Education）」の創設につい
て規定されている。
　その後，1985年にベネット（William Bennett）
教育省長官は，母語での授業を行なわない特別選
択教育プログラム（Special Alternative Instructional 

Programs）に対する費用の上限を，二言語教
育法に対する予算の４パーセントまでしか認め
ないとする規定を削除する提案を行なうととも
に，より柔軟性のある，そして地方の裁量権を
大きく認めた改正を行なうべきであると提唱し
た。これが1988年の連邦二言語教育法改正にお
いて，母語での授業を要請しない特別選択教育
プログラムに対する費用の上限を，それまでの
４パーセントから25パーセントに拡大するきっ
かけとなった17）。
　さらに，1998年の改正では，生徒への教育に
多様な選択肢が用意されることになり，教育省
は連邦政府の役割を，「LEP生徒への需要を満
たすために，地方の柔軟性，創造性そして斬新
性を奨励すること18）」と定義した。しかし，そ
の内容は基本的に，母語での授業を削減する方
向へと向かった。具体的には，生徒が二言語教
育に参加する年限を，原則として３年間とし，
特別な場合にはさらに２年間延長できるという
ものであった。
　ところでアメリカでは，実際のところ，言語
上のマイノリティである生徒にどのような教育
方法を採るのかは，各州や地域に委ねられてい
ると言える（表１参照）。
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表１　アメリカにおける LEP生徒への教育比較（1984-1985年）（網掛け部分のみ2004年のデータ）

州もしくは領土 立法措置 教員資格 教員資格
（2004年）

第７編に基づく連邦基金＊
（単位：ドル）

義
務
化

許
容

禁
止

な
し

二
言
語
教
育

Ｅ
Ｓ
Ｌ

二
言
語
教
育

Ｅ
Ｓ
Ｌ

アラバマ ✔ ✔ ✔ 0

アラスカ ✔ 1,380,763

アリゾナ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 2,148,151

アーカンソー ✔ ✔ 258,000

カリフォルニア ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 23,241,751

コロラド ✔ ✔ ✔ ✔ 1,848,737

コネティカット ✔ ✔ ✔ 1,085,098

デラウエア ✔ ✔ ✔ ✔ 0

ワシントン D.C. ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 1,911,702

フロリダ ✔ ✔ ✔ ✔ 4,064,533

ジョージア ✔ ✔ 101,435

ハワイ ✔ ✔ ✔ 1,416,156

アイダホ ✔ ✔ ✔ 468,569

イリノイ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 3,479,641

インディアナ ✔ ✔ ✔ 668,758

アイオワ ✔ ✔ 525,764

カンザス ✔ ✔ 3,316

ケンタッキー ✔ ✔ ✔ ✔ 308,357

ルイジアナ ✔ ✔ ✔ ✔ 1,703,195

メイン ✔ ✔ ✔ 418,219

メリーランド ✔ ✔ 267,809

マサチューセッツ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 4,105,023

ミシガン ✔  ✔ ✔ ✔ 5,880,876

ミネソタ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 1,644,535

ミシシッピ ✔ ✔ 　305,280

ミズーリ ✔ ✔   120,000

モンタナ ✔ ✔ 1,632,103

ネブラスカ ✔ ✔ ✔ ✔ 267,971

ネヴァダ ✔ ✔ ✔ ✔ 147,204

ニューハンプシャー ✔ ✔ ✔ ✔ 0

ニュージャージー ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 2,236,909

ニューメキシコ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 4,642,232

ニューヨーク ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 22,034,517

ノースカロライナ ✔ ✔ ✔ 346,996

ノースダコタ ✔ ✔ 1,690,083

オハイオ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 1,564,612
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　1984-1985年度に出された各州のデータによ
ると，LEP生徒に対する教育サービスについ
て，州議会による規定がある州は12州とグアム
であり，他の12州とアメリカン・サモア，ヴァ
ージン諸島は，LEP生徒に対するプログラム
を義務付けるのではなく，許容するとした規定
を州議会が行なっている。また，ウェスト・ヴ
ァージニア州では，特別な教育を行なうことを
禁止しており，26州と北マリアナ諸島，プエル
トリコ，そして当時，太平洋上の信託統治地域
であったところには，立法府によって定められ
た法律がなかった。この規定について，20年後
の2004年７月に改定されたデータによると，
ESLの教員資格について，州議会による要請，
もしくは州当局による要請を必要とする州は24

州に，そして二言語教育のクラスを設置する教

員は二言語教育の資格を持たなければならない
とする州議会による要請，もしくは州当局によ
る要請を必要とする州は17州になった。
　教師の資格についても，いくつかのケースに
分類される。1984-1985年度のデータによると，
17の州は二言語教育と ESLについて，別々の
資格を用意し，付与している。また，４つの州
は二言語教育のみの資格を，７つの州は ESL

のみの資格を整えている。同様に，2004年７月
のデータによれば，27州が二言語教育と ESL

について，別々の資格を，２州が二言語教育の
みの資格を，18州が ESLのみの資格を持つに
至った（ただし，フロリダ州，ネブラスカ州，
ニューハンプシャー州は，二言語教育に関する
資格を，プエルトリコは ESLに関する資格を
それぞれ廃止した）。

オクラホマ ✔ 2,792,391

オレゴン ✔ ✔ 1,673,266

ペンシルヴェニア ✔ 1,368,279

ロードアイランド ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 1,518,701

サウスキャロライナ ✔ ✔ 13,000

サウスダコタ ✔ 1,269,409   

テネシー ✔ ✔ ✔ 472,685

テキサス ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 11,316,342

ユタ ✔ ✔ ✔ 1,422,586

ヴァーモント ✔ ✔ ✔ ✔ 508,476

ヴァージニア ✔ ✔ ✔ 498,117

ワシントン ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 1,876,689

ウェスト・ヴァージニア ✔ ✔ 0

ウィスコンシン ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 598,570

ワイオミング ✔ ✔ 305,789

アメリカン・サモア ✔ ✔ n.d. n.d. 170,000

グアム ✔ ✔ ✔ 607,433

北マリアナ諸島 ✔ n.d. n.d. 0

プエルトリコ ✔ ✔ 1,992,388

太平洋信託統治地域 ✔ n.d. n.d. 841,104

ヴァージン諸島 ✔ n.d. n.d. 83,508

＊1984年の二言語教育法第７編に基づく連邦基金
出典） U.S. Department of Education, National Clearinghouse for Bilingual Education, 1986, Forum, IX, 3. Quoted in Diane August 

and Eugene E. Garcia, Language Minority Education in the United States: Research, Policy and Practice (Springfield, 
Illinois: Charles C Thomas Publisher, 1988), p.94; http://www.ncela.gwu.edu/expert/faq/09certif. htmlより作成。
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　さらに，州が実施する二言語教育に対して連
邦政府は，二言語教育法第７編に基づく連邦基
金を拠出している。具体的には，各州は，同法
第７編に付与された基金の５パーセントまで
を，前年に各州内にある地方教育局（the Local 

Education Agencies: LEAs）によって受け取る
仕組みである。なお1984年の二言語教育法の施
行後は，どの州も５万ドル以下は受け取ること
ができなくなった。たとえば1986年には，42の
州教育局（State Educational Agencies: SEAs）が，
データ収集や評価，技術的な支援を行なうため
に，合計436万1243ドルを受け取った。最も多
くの金額を受け取ったのは，カリフォルニア州
で98万6973ドル，第２位はニューヨーク州の83

万6061ドル，第３位はミシガン州の18万9721ド
ルと続き，このほかの28州は，最低額の５万ド
ルを授与された19）。
　その後も，二言語教育に関するプログラムを
運営するための連邦基金は増加の一途をたど
り，1995年の時点では全米で約300万人，125も
の言語に適用されており，1990年代後半には，
毎年約8000万ドルの連邦基金が動くまでに膨れ
上がった20）。
　そこで連邦教育省の管轄にあるOBEMLAは，
2000年８月１日に，全米二言語教育情報センタ
ー（National  Clearinghouse for Bil ingual 

Education: NCBE）の設置を要請した。NCBE

では，アメリカの公立学校や公立学区，州教育
機関，私立学校を含めた，幼稚園から第12学年
までの言語上のマイノリティと英語能力に限界
のある生徒に関する情報の収集，分析，普及を
行なうことになった21）。
　NCBEでは，スペリングス（Margaret Spellings）
教育省長官による，アメリカのすべての子供に
対して，「すばらしい教育と人生において見事
なスタートが切れることを目標」とした，「ど
の子供も見捨てない（No Child Left Behind）」
政策を基に，2004年２月以降，新規にアメリカ
にやってきた LEP生徒への対応において，各
州に柔軟性を持たせることにしたほか，LEPパ
ートナーシップ（LEP Partnership）という制度

を設け，教育省が LEP生徒の対応や指導にお
いて各州を支援する体制を整えた。2006年に
は，７月27日に LEPパートナーシップについ
て教育省長官から各州の学校統括者に通達し，
８月28，29日には LEPパートナーシップ・ミー
ティング（LEP Partnership Meetings）を開催し
て，LEP生徒の現状についての調査報告を行
なうといった活動を行なった22）。

Ⅲ　 アメリカにおけるラティーノの存
在と二言語教育

１． アメリカとカリフォルニアにおけるラテ
ィーノ

　現在，カリフォルニアで行なわれている二言
語教育の主たる対象者は，ラティーノの子弟た
ちである。したがって本章では，アメリカ全体
とカリフォルニアにおけるラティーノの人口動
態について言及することからはじめたい。
　ところでアメリカでは，エスニック・マイノ
リティの中で長年最多数を占めているのは，ア
フリカ系アメリカ人である。しかし，近い将
来，その座をラティーノが取って代わる可能性
が高いと言われているほど，その動向が注目さ
れている。2000年の国勢調査によると，全米の
人口２億8142万1906人のうち，非ヒスパニッ
ク，ラティーノが，２億4611万6088人，ヒスパ
ニックもしくはラティーノが，3530万5818人で
あった。ヒスパニック，ラティーノのうち，最
大勢力はメキシコ出身者で，2064万711人（全
ヒスパニックもしくはラティーノ人口中の，
58.5パーセント），プエルトリコ系340万6178人
（同9.6パーセント），キューバ系124万1685人
（同3.5パーセント）となっている。
　国勢調査の統計方法では，「ひとつの人種
（One Race）」を選択する際の項目にヒスパニ
ックもしくはラティーノといった項目はなく，
白人，黒人もしくはアフリカ系アメリカ人，ア
メリカン・インディアンとアラスカ原住民，ア
ジア系，その他の人種とあり，その際多くのヒ
スパニックもしくはラティーノは，これら５項
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目のうち，白人を選択していると思われる。
2000年の統計では，全米人口２億8142万1906人
中，黒人もしくはアフリカ系アメリカ人は，
「ひとつの人種」を選択した２億7459万5678人
中の12.3パーセントに相当する3465万8190人で
あった。さらに，これとは別の項目として，
「すべての人種を含むヒスパニックもしくはラ
ティーノ（Hispanic or Latino of any race）」が
あり，ここに該当する者は，前述のように3530

万5818人であった。
　いわゆるマイノリティの中でも増加の一途を
たどるヒスパニック，ラティーノであるが，彼
らの約半数は，カリフォルニア州とテキサス州
の２州に集中している。前者には1100万人（全
米にいるヒスパニックもしくはラティーノ人口
の31.1パーセント），後者には670万人（同18.9

パーセント）がおり，これらにニューヨークや
フロリダ，イリノイ，アリゾナ，ニュージャー
ジーの５州を加えると，2710万人（同76.8パー
セント）に達する。もっともニューメキシコ州
では，州人口に占めるヒスパニック，ラティー
ノの割合が42.1パーセントを占めており，これ
は現在のところ，他のどの州よりも高い割合と
なっている。
　さらに詳細に見てみると，2000年の段階で，
プエルトリコを除いたアメリカにおける人口10

万人以上の地域において，ヒスパニックもしく
はラティーノの割合が多いところの上位10箇所
には，カリフォルニア州内の地域が４箇所（上
位第１，７，８，９位），テキサス州内の地域
が４箇所（上位第２，３，５，６位），フロリ

ダ州内の地域（上位第４，10位）が２箇所とな
っている。このうち，カリフォルニア州では，
人口12万4283人のイースト・ロサンジェルスが
第１位で，ヒスパニックもしくはラティーノが
96.8パーセント（12万307人）を占めている。
さらに，上位第７位のサンタ・アナは人口33万
7977人のうち76.1パーセントを，第８のエル・
モンテは人口11万5965人中72.4パーセント，第
９位のオックスナードは人口17万358人中，
66.2パーセントといった具合に，かなり高い割
合を示していることがわかる23）。
　表２は，2000年と2005年におけるカリフォル
ニアとアメリカ全体におけるヒスパニック，ラ
ティーノの人数，およびその割合を示したもの
である。
　この表によると，2000年以降，カリフォルニ
ア州におけるヒスパニック，ラティーノの割合
は，全米平均の２倍を上回り，30パーセントを
超していることがわかる。ただし後で見るよう
に，カリフォルニアの学校における彼らの割合
は，この数字を上回っているところが多く，ま
た LEP生徒全体の中での彼らの割合は約80パ
ーセントを占めている。このことから，学校教
育の現場で LEP生徒の存在を考える上では，
ヒスパニック，ラティーノの存在がいかに重要
な鍵を握るかがわかる。
　次に，カリフォルニア州でラティーノが多い
代表的な３郡における人口の推移に言及してお
きたい（表３参照）。郡人口に占めるラティー
ノの割合は，ロサンジェルス郡では47パーセン
トを超え，オレンジ郡では33パーセント，サン

表２　カリフォルニアと全米におけるヒスパニック，ラティーノの人数およびその割合（2000，2005年）

カリフォルニアに
おける全人口

ヒスパニック，
ラティーノ人口

カリフォルニアにおけるヒス
パニック，ラティーノの割合

全米におけるヒスパニッ
ック，ラティーノの割合

2000年
2005年

33,871,648人
35,278,768人

10,966,556人
12,523,379人

32.4%
35.5%

12.5%＊　

14.5%＊＊

＊全米人口２億8142万1906人中ヒスパニック，ラティーノは3530万5818人。その後の５年間で，2.0パーセントの増加とな
った。なお，1990年には，全米人口２億4870万9873人中ヒスパニッック，ラティーノは2235万4059人であり，これは全米
人口全体の9.0パーセントであった。1990年から2000年までの10年間に，3.5パーセント伸びたことになる。
＊＊全米人口２億8837万8137人中ヒスパニック，ラティーノは4187万703人。
出典）http://www.census.gov/prod/2005pubs/06statab/pop.pdfより作成。
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ディエゴ郡では30パーセントとなっており，５

年間にその人口が着実に増加していることがわ
かる。全米平均の14.5パーセントをはるかに超
している。
　またロサンジェルス郡では，1990年に家庭で
英語以外の言語を話す人々が369万人，英語を
流暢に話せない人々が205万人ほどであったが，
2000年までの10年間で，それぞれ476万人，254

万人と増加した。これに伴い，英語を流暢に話
せない生徒も増加し，1997年にはカリフォルニ
ア州の48郡のうち，ロサンジェルス郡，オレン
ジ郡，サンディエゴ郡の３郡だけで，同州に居
住する英語を流暢に話せない生徒全体の57パー
セントを占めていた24）。
　ところで，ラティーノに関しては，しばしば
ドロップアウトの多さが指摘されている。この
点について，1994-1995年度にかけて，アメリ
カ政府が発表した数字を見ると，高校に在籍し
ていない，もしくは高校を卒業していない16歳
から24歳までの若者の中では，ラティーノが最
も多く，30パーセントであった。これは，非ヒ
スパニックの白人（8.6パーセント）や非ヒス
パニックのアフリカ系アメリカ人（12.1パーセ
ント）と比較しても，かなり高いことがわか
る。ただし，ドロップアウトに含まれているこ
の数字には，学校に一度も在籍していない，あ
るいは明らかにアメリカに勉強ではなく，仕事
にやってきている外国生まれの移民を含んでい
る。このことから，政府による調査報告でも，

ラティーノの若者のドロップアウト率30パーセ
ントのうちの約３分の１は，非在籍者であり，
ラティーノのドロップアウト率は，実際には20

パーセントであるとはじき出している25）。
　2000年10月から2001年10月までの１年間にア
メリカ全体の高校生に関する調査では，ドロッ
プアウト率は，ラティーノで8.8パーセント，
アフリカ系アメリカ人で6.3パーセント，白人
で4.1パーセント，アジア系および太平洋諸島
系で2.3パーセントとなっていた。６年前の調
査と比べると，ドロップアウト率は低くなって
いるが，それでも依然としてラティーノが最も
高いことに変わりはない26）。

２．アメリカにおける LEP生徒の実態
　実際のところ，LEP生徒の割合はエスニッ
ク・グループによってかなり偏りがある。表４

は，アメリカにおいて，2000年から2003年にか
けて英語以外の言語を話す子供たちの実態を，
各人種とヒスパニックに分けて比較したもので
ある。家庭で英語以外の言語を話す子供たちの
中では，４年連続で66-68パーセントとヒスパ
ニックが最も高く，ついでアジア系の63-67パ
ーセントとなっている。さらに，日常生活にお
いて英語以外の言語を話し，英語を話すのが困
難な子供たちについても，やはり４年続けて
20-22パーセントとヒスパニックが最も高く，
ついでアジア系の17-19パーセントとなってい
る。

表３　カリフォルニア州３郡におけるラティーノ人口の推移（単位：人）

ロサンジェルス郡 郡内の全人口
（単位：人）

郡内のラティーノ人口
（単位：人）

郡内の全人口に占めるラティーノの割合
（単位：％）

2000年
2005年

9,519,338
9,758,886

4,242,213
4,613,450

44.6
47.3

オレンジ郡 郡内の全人口 郡内のラティーノ人口 郡内の全人口に占めるラティーノの割合
2000年
2005年

2,846,289
2,944,537

875,579
963,133

30.8
32.7

サンディエゴ郡 郡内の全人口 郡内のラティーノ人口 郡内の全人口に占めるラティーノの割合
2000年
2005年

2,813,833
2,824,259

750,965
843,901

26.7
29.9

出典）http://www.census.gov/prod/2005pubs/06statab/pop.pdfより作成。
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　調査が行なわれた時点において，この二つの
グループは，他のグループを離していずれの項
目においても高い数字を示している。しかし，
アメリカではアジア系は最も高学歴であり，親
や本人の教育に対する姿勢の違いや，居住者の
増加率などから判断すると，アメリカで英語を
話さない子供数の増加が問題視されているの
は，ヒスパニックであることがわかる27）。
　次に，アメリカの学校で英語能力に限界のあ
る LEP生徒の現状について，概観しておきた
い。表５は，全米の学校に通う生徒数と LEP

生徒数，そしてその割合を示したものである。
全米平均では，初等教育において100人中12人，

中等教育において100人中７人が LEP生徒であ
ることがわかる。ただし，その割合は州ごとに
大きく異なっている。
　具体的に見てみると，全米で最も人口，そし
て生徒の在籍者が多いカリフォルニア州は，公
立学校における全生徒の在籍者数においてもア
メリカ最大であり28），2000-2001年度の LEP生
徒数は151万1646人であった。次いでプエルト
リコ（59万8063人），テキサス（57万22人），フ
ロリダ（25万4517人），ニューヨーク（23万
9097人），イリノイ（14万528人），アリゾナ
（13万5248人）の順となっている。すなわち，
カリフォルニア州だけで，全米の LEP生徒の

表４　家庭で英語以外の言語を話す子供たち（2000-2003年）（単位：％）

項　目 2000年 2001年 2002年 2003年
家庭で英語以外の言語を話す子供たち  9.5  9.8  9.8  9.9

人種とヒスパニック（内訳）
　白人のみ，非ヒスパニック  5.7  5.7  5.7  5.1

　黒人のみ，非ヒスパニック  4.4  4.4  4.5  5.0

　アメリカン・インディアン，アラスカ原住民のみ 20.5 24.2 22.3 20.7

　アジア系のみ 67.1 66.6 64.4 63.5

　ハワイ原住民，その他太平洋諸島の人々 29.8 36.9 31.5 26.0

　ヒスパニック 68.6 68.7 67.8 67.6

英語以外の言語を話し，英語を話すのが困難な子供たち  2.9  2.8  2.8  2.9

人種とヒスパニック（内訳）
　白人のみ，非ヒスパニック  1.3  1.4  1.3  1.4

　黒人のみ，非ヒスパニック  1.2  1.0  1.2  1.3

　アメリカン・インディアン，アラスカ原住民のみ  4.6  4.4  4.4  3.8

　アジア系のみ 19.8 20.5 18.7 17.5

　ハワイ原住民，その他太平洋諸島の人々 10.3  8.4  6.3  6.2

　ヒスパニック 22.8 21.3 20.5 20.9

出典） U.S. Census Bureau, Statistical Abstract of the United States: 2006, p.151; http://www.census.gov/prod/2005pubs/
06statab/educ.pdfより作成。

表５　全米の生徒数（PreK-12学年）および LEP生徒数（2000-2001年）

全生徒数
（単位：人）

LEP生徒数
（単位：人）

LEP生徒数の割合
（単位：％）

初等教育（PreK-Grade6）
中等教育（Grade7-12）
その他，不明

26,365,875
20,780,160
     519,448

3,086,204
1,424,329
     74,413

　　　11.7
　　　 6.9
　　　14.3

合計 47,665,483 4,584,946 平均　 9.6

出典）http://factfinder.census.gov/servlet/ACSSAFFFacts?_eventより作成。
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約３分の１を占めていることがわかる29）。
　前述の通り，アメリカでは州単位あるいは各
学区によって教育制度が異なっている。なかで
も，最も大きな相違点としては，表１で見たよ
うに，二言語教育を行なう教師の資格や，LEP

生徒への対応において，彼らの母語を授業に取
り入れるかどうか，そしてどのような教授方法
をとるのか，という点にあると思われる。
　2000-2001年度において，LEP生徒が50州と
首都の中で最も多いカリフォルニア州では，母
語を取り入れた授業を受けている生徒は12.0パ
ーセント（18万1455人），母語での授業を受け
ていない生徒は88パーセント（132万9844人）
である。ちなみに，LEP生徒が第２位のテキ
サス州（57万0022人）では，それぞれ49.9パー
セント（28万4557人），39.2パーセント（22万
3484人），第３位のフロリダ州（25万4517人）
は統計が発表されておらず不明であるが，第４

位のニューヨーク州（23万9097人）では，それ
ぞれ28.5パーセント（６万8250人），40.6パーセ
ント（９万6995人）であった。ここで，カリフ
ォルニア州が他州に比べて母語での授業を受け

ている割合が低くなっているのは，1998年の住
民提案227号が可決された結果が反映されてい
るためである。
　さらに，具体的に LEP生徒が話す言語につ
いてであるが，2000年から2001年にかけて，全
米では LEP生徒によって460もの多岐にわたる
言語が話されていたとの報告がある。同年のア
メリカにおける英語学習者の母語とその順位お
よびその割合は，表６の通りである。ここに示
されているように，LEP生徒が使用する母語
の79.2パーセントがスペイン語で，ついでヴェ
トナム語（2.0％），フモン語（1.6％），広東語
（1.0%），ハングル語（1.0％）となっているが，
そのほかの言語は１パーセント以下である。
　このように，全米平均では LEP生徒の圧倒
的多数である約８割がスペイン語を母語として
おり，最も多くの LEP生徒が話す言葉がスペ
イン語でない州は，50州中９州のみである。す
なわち，モンタナ州ではアメリカン・インディ
アンの言語であるブラック・フット語，メイン
州ではフランス語，ミネソタ州ではフモン語，
ハワイ州ではロカノ語，サウスダコタ州ではラ

表６　アメリカにおける LEP生徒の言語上の背景（2000-2001年）（単位：％）

順位 言語 LEP生徒全体に
占める割合 順位 言語 LEP生徒全体に

占める割合
１ スペイン語 79.2 13 ポルトガル語 0.5

２ ヴェトナム語  2.0 14 ウルドゥー語 0.4

３ フモン語  1.6 15 セルビア-クロアチア語 0.4

４ 中国語，広東語  1.0 16 ラオ語 0.3

５ ハングル語  1.0 17 日本語 0.3

６ ハイチ・クレオール語  0.9 18 チューク語 0.3

７ アラビア語  0.9 19 中国語，不特定 0.3

８ ロシア語  0.8 20 チャモロ語 0.3

９ タガログ語  0.7 21 マーシャル語 0.3

10 ナバホ語  0.6 22 パンジャブ語 0.3

11 クメール語  0.6 23 アルメニア語 0.3

12 標準中国語  0.5 24 ポーランド語 0.3

出典） Anneka L. Kindler, Survey of the States’ Limited English Proficient Students and Available Educational Programs 
and Services 2000-2001 Summary Report (Washington, DC: National Clearinghouse for English Language 
Acquisition & Language Instruction Education　Programs, October 2002), p.20 (http://www.ncela.gwu.edu/policy/
states/reports/seareports/0001/sea0001.pdf) より作成。なお，上位25位（0.2パーセント）以下は，省略した。
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コタ［ティートン］語，ノースダコタ州ではア
メリカン・インディアンの言語，ヴァーモント
州ではセルビア -クロアチア語，アラスカ州で
はユピック語といった具合になっており，言語
上の多様性は地域ごとにその特色が見られる30）。
　一方，カリフォルニア州の各地区で英語学習
者が利用する母語の上位20ヵ国語も，ほぼ同じ
言語によって構成されている。すなわち，1997

年の数字ではあるが，第１位から第４位まで
は，アメリカ全体と同様であり，順番に，スペ
イン語，ヴェトナム語，フモン語，広東語，そ
して第５位がタガログ語，第６位がクメール
語，第７位がハングル語，第８位がアルメニア
語と続き，日本語は第16番目であった31）。
　ところで，LEP生徒が英語学習の結果，授
業のすべてが英語で行なわれる一般学級（all-

English mainstream classrooms）に参加できる
ようになる割合は，どれ位であろうか。統計に
よると，全米では10人に１人以上が英語での適
切な能力を身につけて，一般の学級に属するよ
うになったとされている。その際，半数以上の
州の教育機関が，生徒の学年や成績，教師によ
る観察，日常生活での評価などを根拠として，
一般学級に入れるかどうかを判断するとしてい
る。さらに，ほぼすべての州において，LEP

生徒かどうかを判断する能力試験（Language 

A s s e s s m e n t  S c a l e s や I D E A  L a n g u a g e 

Proficiency Tests，Woodcock-Muñoz Language 

Surveyなど）を経て，一般学級への移動を決
定している。
　LEP生徒が，一般学級に移動することがで
きるようになるタイミングとしては，アメリカ
の学校制度で，第３学年が最も多く17.9パーセ
ント，次いで第５学年の17.2パーセント，以下，
第８学年（15.9パーセント），第12学年（15.8パ
ーセント），第11学年（15.4パーセント），第４

学年（15.3パーセント）と続く。やはり，学習
期間が短い幼稚園（5.0パーセント）や，第１

学年（7.9パーセント），第２学年（10.6パーセ
ント）では，その割合はさらに低くなってい
る。

　また，LEP生徒が一般学級に移動する割合
は，州によって差が出ている。2000-2001年度
にかけての調査報告を出した管轄地域（全米50

州と首都ワシントンのうち，適切な統計を出し
ていない８州をのぞいた42州と首都）のうち，
最も多くの生徒が移動できたケースとして，メ
リーランド州（31.4パーセント）が挙げられる
が，第２位はニュージャージー州（23.0パーセ
ント）で，第３位以下は10パーセント代であ
る。これとは逆に，移動した生徒が少ない州と
して，オクラホマ州（2.2パーセント），ウェス
ト・ヴァージニア州（2.9パーセント），ヴァー
モント州（3.9パーセント），モンタナ州（4.1パ
ーセント），ミシシッピ州（4.2パーセント），
ウィスコンシン州（4.6パーセント），アイダホ
州（4.9パーセント）となっている。カリフォル
ニア州は平均を下回る8.9パーセントであり，下
から18番目に位置するという結果が出ている32）。
　上記のこうした統計からはじき出された数字
では，各州によって異なる LEP生徒のエスニ
ック・グループの構成状況や移民の占める割
合，母語での教育を教授法に取り入れているか
どうかといった点に違いがあるため，一概に低
いとは言えないかもしれない。しかし，現実的
には，二言語教育の成果を身につけて一般学級
へ移動できる生徒は，むしろまれであり，よほ
どの努力が必要であると言えよう。

Ⅳ　 カリフォルニアにおける二言語教
育の現状

１． 多様化するカリフォルニアとラティーノ
（1970年代） 

　カリフォルニアでは，他のアメリカの大都市
にも見られるように，エスニック・グループご
とに棲み分けができている地域がある。第Ⅱ章
で見たように，マイノリティに対する偏見が持
たれていた史実があり，ラティーノに関しては
歴史的に見ても，アメリカで生まれた市民であ
りながら，未だにたとえばメキシコ系といった
部分が強調され，外国人として見られる傾向が
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ある。
　1968年に連邦政府によって二言語教育の実施
が求められるようになった後も，カリフォルニ
ア州では在籍者に占める特定のエスニック・グ
ループの割合がかなり高い学校が存在してい
た。すなわち，ほとんどすべての生徒がアメリ
カン・インディアンやアジア系，アフリカ系の
生徒で占められているという学校がある。たと
えば，1973-1974年度におけるカリフォルニア
の公立学校では，保留地にあるアメリカン・イ
ンディアンの学校（学校名，郡，当該エスニッ
ク・グループが全在籍者に占める割合，当該エ
スニック・グループの在籍者数の順で，Reservation 

Elementary School, Sonoma, 100パーセント，18

人）や，アジア系アメリカ人（同 Pope Valley Union 

Elementary School, Napa, 89.6パーセント，25

人），アフリカ系アメリカ人（同 Compton Unified 

School, Los Angeles, 88.2パーセント，３万449

人）の学校が当てはまる。
　もっとも，アメリカン・インディアンやアジ
ア系では，それぞれの在籍者の割合が２番目に
高い学校（前者が48.6パーセント，後者が33.8

パーセント）では，その数値が半数以下に急落
している点に特徴が見られる。またアフリカ系
アメリカ人では，これら２つのグループほど極
端ではないが，第２位が84.4パーセント，第３

位が74.8パーセントであり，第８位が50.6パー
セント，第９位以下は50パーセント未満となっ
ている。
　これに対して，本論文で主要な鍵を握るラテ
ィーノに関して見てみれば，第２位以降も実に
多くの学校で過半数を上回っている点に特徴が
見られる。すなわち，第１位から３位までの在
籍率は90パーセント以上と高く，第４位以降10

位までが80パーセント以上であり，その後22位
までが70パーセント以上，さらには50パーセン
ト以上を占める学校が上位82校に及んでいる33）

（表７参照）。
　ところで，州史上初めて二言語教育に関する
本格的な調査が，カリフォルニア州議会によっ
て行なわれたのは，1974-1975年度にかけてで

あった。その報告書によると，この当時，言語
上のマイノリティである生徒を支援するため
に，州と連邦を合わせて11のプログラムがあ
り，使用可能な基金は3632万46ドルであったと
される。これには，州が行なう1972年二言語教
育 法 第 1258章（the Bilingual Education Act of 

1972, Chapter 1258/1972（AB 2284））ほか５つ
のプログラムと，連邦が実施している二言語教
育法第７編─初等・中等教育法（the Bilingual 

Education Act-Title Ⅶ of the Elementary and 

Secondary Education Act）ほか４つのプログラ
ムが含まれていた。そして，州のプログラムに
は447万6968ドルが，連邦のプログラムには
3184万3078ドルの基金が付けられていた34）。二
言語教育プログラムの対象はそれぞれ異なる
が，金額にして州と連邦による基金の差には，
7.11倍もの開きがあることから，二言語教育は
連邦基金にかなり依存していると言えよう。
　この調査が行なわれる前年度（1973-1974年
度）において，カリフォルニアに居住する幼稚
園から第12学年までの約440万人の生徒のうち，
30パーセント（13万2000人）以上が人種的ある
いはエスニック・マイノリティであった。この
うち，スペイン語の姓を持つ生徒は全体の17.2

パーセント（76万5419人），アフリカ系アメリ
カ人の生徒は9.7パーセント（43万2418人），ア
ジア系アメリカ人の生徒は３パーセント（13万
3430人），アメリカン・インディアンの生徒は
0.5パーセント（２万2316人）であった35）。こ
のことから，1973年後半には，早くもラティー
ノが二言語教育を受ける主たる対象になってい
たことがわかる。
　さて，カリフォルニア州では1972年に下院法
案第2284号によって，英語学習者（English 

Language Learners: ELLs）に対するサービスを
行なうため，各学区に基金を出すことが認めら
れていた。これは，同州において最初の二言語
教育に関する州法となったが，任意のものであ
り，英語学習者に対する二言語教育サービスを
義務付けるものではなかった。その後のラウ対
ニコルズ判決を受けて，1976年に，チャコン-
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モスコン二言語・二文化教育法（the Chacon-

Moscone Bilingual-Bicultural Education Act） が
制定され，学区に対して，英語能力に限界のあ
る生徒に平等な教育機会を設けることを要請す
る初の規定ができた。

２． ラティーノの急増と LEP生徒への対応
（1980年代）

　1980年代までに，英語を母語としない生徒が
増加したことへの対応として，カリフォルニア
州ではさらに二言語教育の充実が図られた。カ
リフォルニアに最初の規定をもたらした1976年
の下院法案第1329号を強化した，下院法案第
507号によって，カリフォルニアの全ての LEP

生徒に対する二言語教育が義務付けられた。そ

の中には，教授言語として，生徒の母語を使用
することが含まれていた。
　また，チャコン-モスコン二言語・二文化教
育法も1981年に強化され，LEP生徒に対する
義務について，学校当局に詳細な基準が示され
ることになった。具体的には，以下の７点が規
定された（表８参照）36）。
　しかし，その後の1980年代には LEP生徒が
急増し，こうした対処が十分に実行できない不
測の事態が発生する。この時期に，カリフォル
ニアの多様性に拍車が掛かったのは，ジャーナ
リストであるクローフォード（James Crawford）
によると，1970年代半ば以降にフィリピン，朝
鮮，イラン，アフガニスタン出身者だけでな
く，「ボート・ピープル（boat people）」と呼ば

表７　カリフォルニアにおけるスペイン語の姓を持つ生徒の割合が多い学校上位20校（1973-1974年）

順位 学校名 学校が所在している郡 スペイン語の姓を持つ
生徒の割合（単位：％）

スペイン語の姓を持つ
生徒数（単位：人）

１ Parlier Unified Fresno 92.6  1,581

２ Heber Elem. Imperial 92.5   670

３ Calexico Unified Imperial 91.8  4,124

４ San Ysidro Elem. San Diego 82.8  2,138

５ Richgrove Elem. Tulare 82.6   362

６ Guadalupe Union Elem. Santa Barbara 82.0   579

７ Rindge Elem. San Joaquin 80.4    36

８ Allensworth Elem. Tulare 80.0    16

９ Biola-Pershing Union Elem. Fresno 80.0   208

10 Mendota Union Elem. Fresno 80.0  1,029

11 Planada Elem. Merced 79.4   541

12 Graves Elem. Monterey 79.1    18

13 Soledad Union Elem. Monterey 78.3  1,044

14 Chualar Union Elem. Monterey 77.4   229

15 Coachella Valley Jt.Unified Riverside 77.2  4,171

16 Westside Elem. Fresno 75.8   256

17 Mongolia Union Elem. Imperial 75.5    73

18 El Rancho Unified Los Angeles 75.5 10,043

19 Los Nietos Elem. Los Angeles 74.7  1,918

20 Stone Corral Elem. Tulare 72.2    64

出典） Joseph O. Garcia and Ruben W. Espinosa, Major Student Ethnic Minority Group Concentrations in the California 
Public Schools (San Diego: Institute for Cultural Pluralism School of Education, San Diego University, June 
1976), p.46より作成。
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れたヴェトナム人や，地方出身のメキシコ人，
富裕な台湾の人々，エルサルバドルからやって
きた難民までもが，カリフォルニアをはじめと
したアメリカに移住するようになったためであ
るとされる。このことが，アメリカの学校教育
に与えた影響は大きく，1981年にアメリカに入
国したすべての移民のうち，ほぼ４分の１がカ
リフォルニアに定着したため，人口構成が変化
したのであった37）。
　さらにその後の10年間には，現在のカリフォ
ルニアの様相を決定付ける状況が続いた。第１

に，1980-1990年までの間に，アメリカに到着
した難民や亡命者のうちの70パーセントがアジ
ア出身であり，そのうちの52パーセントがカリ
フォルニアに定住した。その結果，同期間にカ
リフォルニアに居住していたアジア人の数は，
メキシコ人の２倍にもなった。第２に，1986年
の移民改正取締法（the Immigration Reform and 

Control Act of 1986: IRCA）38）に基づいて，不法
移民から合法移民となった者のうち54パーセン
トが，1990年までにカリフォルニアに居住して
いた。IRCAの志願者で，合法移民の資格を得
た者のうち，88パーセントがメキシコ出身者で
あった。そして第３に，IRCAの恩赦によりカ
リフォルニアに住むことになった合法移民のう
ちの67パーセント，難民と亡命者の63パーセン

トが，カリフォルニア州南部のロサンジェル
ス，ロング・ビーチ，サンタ・アナ，アナハイ
ムといった人口の密集した大都市に定着するよ
うになった39）。
　特に1980年代は，本国であるメキシコの経済
危機によってラティーノが急増したことも手伝
って，カリフォルニアでは新たに大きな問題を
抱えるようになった。すなわち，それは彼らの
子弟に対する学校教育である。1985-1986年度
にロサンジェルス統一学区（Los Angeles Unified 

School District）40）では，1772人の二言語教育の
資格を有する教師（certified bilingual teachers）
と，その数を上回る1936人の自由契約の教師
（teachers“on waiver”）を補助するため，7000人
の専門職補佐員（paraprofessionals）が雇われ
ていた。正規雇用の資格者以外で雇われている
人数の多さから見てもわかるように，この当
時，二言語教育に従事している教師の側は，十
分な訓練を受けていたとは言えず，実際には，
自由契約の教師の指導の下で，多くの補佐員が
直接二言語教育の現場に出て教育を行なってい
た。
　このように二言語教育の実状は，惨憺たるも
のであった。ロサンジェルス統一学区に属する
LEP生徒の40パーセントだけが，二言語教育
プログラムを受けることが認められるといった

表８　1981年におけるカリフォルニア州の LEP生徒への義務項目

１ ．同じ言語上の背景を有する初等教育の学年に属する LEP生徒が，少なくとも10人いる場合には，二言
語教育のクラスが設置されなければならない。

２ ．LEP生徒がごく少数の小学校や，第７学年から12学年までは，生徒は少なくとも１日20分，特別な言
語での支援に特徴のある「個人学習プログラム」を受けることができる。

３ ．学校は在籍する生徒の母語を知り，彼らの口語での英語能力を把握しなければならない。英語能力を身
に付けて一般クラスに編入する際には，十分な経緯を経なければならない。

４ ．隔絶を避けるために，二言語教育のクラスには，少なくとも３分の１の英語を流暢に話す生徒がいるこ
とを法律によって要請する。

５ ．二言語教育の教員であることを証明するためには，第二言語，文化，方法論といった３つの能力に関す
る試験をしなければならない。

６．資格のある教員が不足していることがわかった場合，補助教員を招くことを法律で認める。
７．両親には，子供たちに英語だけによる授業を受けさせることを主張する権利がある。

出典） James Crawford, Bilingual Education: History Politics Theory and Practice, 2nd ed. (Los Angeles: Bilingual 
Education Services,  1991), p.153より作成。
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状況であった。すなわち，残りの60パーセント
の LEP生徒は，あいまいにしか定義されてい
なかった「個人プラン（individual plans）」を受
けるか，もしくは特別な支援をまったく受ける
ことができなかったのである。こうして1986年
の２月まで，ロサンジェルス市内の約1600クラ
スにおいて，州法の要請すら満たすことができ
ないまま，学校教育が進められていた。
　「幸運にも，自分の母語を話す教師の指導が得
られることになった LEP生徒ですら，優れた教
育を受けられたということではなかった」41）。
具体的には，教授内容が彼らにふさわしいとは
言えず，第二言語としての英語（ESL）で用い
られる同時翻訳（concurrent translation）的な手
法や文法中心（grammar-based）の英語の授業
が行なわれていた。なぜならば，「ロサンジェ
ルス当局がそうした時代遅れの方法をとるよう
に促したのではなく，教師の再教育を行なうに
は，あまりにも莫大で多額の費用がかかる仕事
であった42）」ためであるとの指摘がある。
　これは，急増する LEP生徒の増加に，二言
語教育に携わる教員を養成するといった学校側
の対処が追いつかず，教員不足となってしまっ
た上に，レーガン政権期における教育予算の削
減が，追い討ちを掛けたために陥った機能麻痺
であったと考えられる。このような教育危機の
時代に，偶然にも IRCAにより合法移民となっ
た者が，家族を呼び寄せるなどしたことも影響
して，ロサンジェルス統一学区は，1988年の時
点で，16万3000人という全米最大の LEP生徒
の在籍者を抱える学区となった。
　こうした状況は，カリフォルニアの人口構成
が大きく変貌を遂げはじめたことと深く関係が
ある。1970年と1985年を比較すると，非ヒスパ
ニックの白人がカリフォルニアの人口の78パー
セントから63パーセントに減少する一方で，ヒ
スパニックは12パーセントから21パーセント
に，アジア系が３パーセントから８パーセント
に，黒人が７パーセントから８パーセントにそ
れぞれ増加するなどの変化が見られた43）。
　1987年春にカリフォルニア州教育局が行なっ

た調査によると，10年前と比較し，幼稚園から
第12学年にいる LEP生徒の数は，23万3000人
から61万3000人といった具合に３倍近くにまで
増加しており，さらにそのうちの約４分の３の
生徒は，ロサンジェルス，オレンジ，サンディ
エゴ，サンタクララ，サンフランシスコの各郡
に集中しているという結果が出ていた44）。
　では，LEP生徒の増加という事態を受けて，
各学校はどのように対処したのであろうか。た
とえば，ロサンジェルス東部の郊外にあるアル
ハンブラ学区には，20年間のうちにラティーノ
たちが大勢やってくるようになった。1970年代
半ばまでに，同学区に在籍する生徒の30パーセ
ントがスペイン語を話す子供たちで占められる
ようになっていた。また同時に，不動産業者
が，台湾や香港からの移民を引き寄せたモント
レーパークなどには，中国人の子供たちが多く
なった。
　しかし，1977年まで，同学区には二言語教育
を行なうクラスが置かれておらず，わずかに行
き当りばったりの ESLの授業が行なわれてい
る程度であった。そのため，連邦公民権局
（Federal Office for Civil Rights: OCR）は，同学
区に対して，ラウ対ニコルズ判決に対する最高
裁判決を満たした教育を行なっていないと指摘
した。
　これを受けて学校関係者は改革を迫られ，
1977年９月から，二言語教育に関する専門のコ
ーディネーターを１人置き，スペイン語を話す
子供たちのために14クラスを用意するなど，本
格的な二言語教育プログラムを開始することに
した。翌年には，中国語のプログラムも用意さ
れ，1980年には，中国語の中でも広東語と標準
中国語のクラスを区別することにした。さらに
は，1982年までに，英語を話すことに限界のあ
るヴェトナムの子供たちのためにも，彼らの母
語で行なう授業を用意した。こうして OCRの
干渉から10年後には，アルハンブラ学区の二言
語教育プログラムでは，約80の言語グループに
分かれる２万人の生徒の需要を満たすため，
120クラスを展開するまでに至った。
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　1985-1986年度までには，アジア系の人口が
同学区に所属する全在籍者の合計数の49パーセ
ントを占め，ラティーノは35パーセントになっ
た。LEP生徒は，４通りの二言語教育に関す
るカリキュラムに適応できない場合には，ESL

の授業を受けることができ，また可能な限り，
母語での個人指導も受けられる体制が整えられ
た。アルハンブラ学区は，二言語教育に携わる
教師を採用する上で，実質的な介入を行なった
り，母語での教材を開発したり，すべての二言
語教育のクラスに補佐指導員を付けるなどの積
極的な動きを見せた。その結果，1986年までに
アルハンブラ学区では，二言語教育に携わる充
実した教師がそろうようになった。彼らの約３

分の２は，二言語教育を行なう上での完全な資
格を持っており，また彼ら全員が35時間にわた
る ESLの訓練を積んでいた。そして1986-1987

年度においては，二言語教育に関するプログラ
ムを動かすコーディネーターの数も，通常，同
規模の近隣学区では１人か２人のところを，９

人に増員した45）。
　このように，エスニック・グループの多様化
に対して，単に連邦基金を受け取るための必要
条件を満たすだけでなく，さらに前進するため
のプログラムを展開させた学区がある一方で，
まさしくこの時期に，カリフォルニアでは1986

年の住民提案63号で，英語をカリフォルニア州
の公用語にしようとする「イングリッシュ・オ
ンリー（English Only）」運動が起きたことは，
決して偶発的なことではない（提案は73パーセ
ントの多数で可決）。なぜならば，カリフォル
ニアでは二言語教育のできない教師が自由契約
制度に反対の意を唱えたり，ロサンジェルス統
一学区だけでも300人以上が，いつ降格になる
のか，戦々恐々とした日々を過ごさなくてはな
らなくっていたり，そして何よりも，急速に進
みつつあった，英語が通用しないコミュニティ
の増加に対する不安が募っていたからであっ
た。

３． 1990年代以降のカリフォルニア州におけ
る二言語教育政策

　二言語教育のあり方をめぐる議論は，1998年
の住民提案227号を境として，大きく揺らぐこ
とになる。同提案が可決される以前には，カリ
フォルニアの学校に在籍する生徒の約４分の１

（130万人）が，二言語教育のクラスに通ってい
た。そうした生徒の約80パーセントがスペイン
語を母語とし，また少なくとも54ヵ国もの多様
な英語以外の言語が話されていた。そして，こ
うした傾向は，ロサンジェルス郡だけでなく，
その南東に位置するオレンジ郡においても見ら
れるようになっていた。
　二言語教育のあり方や財源については，それ
までにも州議会を中心に議論されていたが，
1998年の住民提案227号によって，この問題は
ピークに達したと言える。すなわち，カリフォ
ルニア州における二言語教育が，生徒の利益を
最優先に検討されたものではなく，同州で増加
しつつあるラティーノ対策としての様相が色濃
く出てくるようになるのである。既にヒスパニ
ック人口は，1980年代に約70パーセント増加
し，1990年には州全体の25パーセントを占め，
2020年までには州全体の36パーセントを超すと
の見込みが国勢調査局から出されていた。
　カリフォルニア州の中でもヒスパニック人口
が最も多いロサンジェルス郡では，1990年から
2020年までに，同郡だけで330万から750万人へ
と２倍以上の伸びが見込まれている。カリフォ
ルニア州に居住するヒスパニックの特徴は，平
均年齢が低く，出生率は他のエスニック・グル
ープと比べて約２倍に達し46），教育水準が低い。
ロサンジェルス郡の小学校低学年に占める彼ら
の割合は，平均して６割を超えており，クラス
の大半が英語を話せない生徒で溢れている学校
も珍しくない状況にある。
　二言語教育を廃止しようとする社会的な風潮
の盛り上がりは，教育上の理由によるものでは
ない。カリフォルニアで増大し続けるラティー
ノ（特に不法移民）に対し，政治的に優位なア
ングロサクソン系の住民が抱く，社会的・文化
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的な危機感を反映したものである。その上，公
教育において二言語教育を施すためには，たと
えば二言語を話すことのできる教師への特別な
経費を含めて，年間に約３億ドルを超す費用が
加算される。このようなことから，ラティーノ
が今後アメリカ社会で生活するに当たって，二
言語教育は不要であり，むしろこの特別な措置
が彼らをだめにしてしまう無駄な教育方法であ
るといった議論が出たのであった。
　さて，英語能力に限界のある生徒に対して，
母語での授業を行なわず，１年間だけ英語を集
中して学ばせ，その後は英語で進められる一般
のクラスに移行させるとした住民提案227号は，
カリフォルニアの二言語教育に大きな転換点と
なるはずであった。事実，たとえばサンディエ
ゴ近郊のオーシャンサイド地区では，1998年か
ら2000年にかけて，LEP生徒に新しい学習方
法を取り入れたことによって，リーディングや
数学のテストにおける得点が劇的に伸びたとさ
れる。一方で，このオーシャンサイド地区と同
様の人口構成であるサンディエゴ統一学区の生
徒には，依然としてそれまでの二言語教育が続
けられたため，テストの結果に遅れをとったと
する報告もある。すなわち，前者はカリフォル
ニアの標準テストの結果（standardized test 

scores），住民提案は「成功であった」とする
評価である。しかし，たとえばサンンフランシ
スコのベイ・エリアでは，テストを受験した人

数が減少したことと，得点の増加が同時に起き
たとの指摘もあり，旧来の二言語教育を行なわ
なくなったことが，テスト結果を向上させた主
な要因かどうかは明らかではない47）。
　これに対して，カリフォルニア州教育局
（California State Department of Education’s 

Bureau）は，2002-2003年度において，LEP生
徒のうち，両親の要請によって，依然として14

万1428人が完全な二言語教育クラスで学習を続
けているほか，LEP生徒であるにもかかわら
ず，50万人以上の生徒は一般の学級に入れら
れ，ほとんどあるいは何も特別な支援を受けら
れていない現状があると発表した。母語での二
言語教育を受けていたのは，14万1428人である
が，このほかに34万2128人が英語を学びながら
母語での支援を受けている。このように，1998

年以降も，依然として多くの英語学習者が二言
語教育を受け続けているという実態がある48）。
　現在でも，カリフォルニア州における LEP

生徒の増加には，目覚しいものがある（表９参
照）。全在籍者数は，2003年度が最も多く，
1994年度の6.2パーセント増となっているが，
この間における LEP生徒の増加率は26.6パー
セントで，全在籍者数の伸び率と比べ，4.3倍
になっている。以上のことから，近年のカリフ
ォルニア州の学校には，依然として LEP生徒
が増加する傾向にあることがわかる。 
　次に，カリフォルニア州に居住する LEP生

表９　カリフォルニア州における LEP生徒の増加率（1994-2005年）

全在籍者数
（単位：人）

1994-95年度と
比較した増加率

LEP在籍者数
（単位：人）

1994-95年度と
比較した増加率

全在籍者に占める
LEP生徒の割合

1994-95
1995-96
1996-97
1997-98
1998-99
1999-00
2000-01
2001-02
2002-03
2003-04
2004-05

5,930,864
6,069,802
6,228,036
5,727,303
5,844,511
5,952,598
6,050,895
6,247,889
6,244,403
6,298,769
6,198,237

 0.0%
 2.3%
 5.0%
-3.4%
-1.5%
 0.4%
 2.0%
 5.3%
 5.3%
 6.2%
 4.5%

1,262,982
1,323,767
1,381,393
1,406,166
1,442,642
1,480,527
1,511,646
1,512,655
1,599,542
1,598,535
1,591,525

 0.0%
 4.8%
 9.4%
11.3%
14.2%
17.2%
19.7%
19.8%
26.6%
26.6%
26.0%

21.3％
21.8％
22.2％
24.6%
24.7%
24.9%
25.0%
24.2%
25.6%
25.4%
25.7%

出典）http://www.ncela.gwn.edu/policy/states/reports/statedata/2002LEP/California-G.pdfより作成。
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徒に占める母語上位５ヵ国語とその割合を表10

に掲げた。やはり，スペイン語を母語とする生
徒が最も高く，これは，全米平均よりもさらに
高い数字となっている。
　さて，このように多様な言語を母語とする生
徒に対して，カリフォルニア州では，どのよう
な対応をしていたのであろうか。表11に見られ
るように，実際には，生徒が話す母語の上位数

言語に対してだけではなく，40ヵ国語とその他
の非英語による指導が行なわれていた。その
際，正規の資格を持った教員だけで１万690人，
さらにその他の教師・補佐員を合わせると４万
6663人もの人々が雇用され，日々教育現場で
LEP生徒と向き合っていたことがわかった。

表10　カリフォルニア州の LEP生徒の母語上位５ヵ国語とその割合（2000-2001年）

順位 言語 カリフォルニアの全 LEP生徒
（1,511,299人）に占める割合（単位：％）

１ スペイン語 83.4

２ ヴェトナム語  2.5

３ フモン語  1.8

４ 広東語  1.7

５ タガログ語  1.2

出典） Kindler, Survey of the States’ Limited English Proficient Students and Available Educational Programs 
and Services 2000-2001 Summary Report, p.21 (http://www.ncela.gwu.edu/policy/states/reports/
seareports/0001/sea0001.pdf) より作成。

表11　カリフォルニア州で教えられていた英語学習者の第一言語および教師の内訳
（1998-1999年）（単位：人）

教授言語 二言語教育の資格
を持った教師数

自由契約の
教師数

専門職
補佐員数

その他の
補佐員数 合計

アラビア語 ０ ０ ０ 31 31

アルメニア語 35 ８ ７ 325 375

アッシリア語 ０ ０ ０ ４ ４

ビルマ語 ０ ０ ０ １ １

広東語 212 141 79 311 743

カルデア語 ０ ０ ０ ８ ８

チャオチョウ語 ０ ０ ０ ６ ６

ペルシア語 ０ ０ ０ 44 44

フランス語 １ １ １ 21 24

ドイツ語 ０ ０ ０ ４ ４

グジャラート語 ０ ０ ０ ３ ３

ヘブライ語 ０ ０ ０ ４ ４

ヒンディー語 ０ ０ ０ 16 16

フモン語 44 14 11 610 679

ハンガリー語 ０ ０ ０ １ １

ロカノ語 １ ０ ０ ９ 10

イタリア語 ０ ０ ０ ４ ４
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Ⅴ　おわりに

　1968年に二言語教育法が施行され，二言語教
育プログラムを行なう州の学区に対して連邦基
金が拠出されるようになってから，40年近くが
経とうとしているが，その間にアメリカの二言
語教育は，どのような軌跡を遂げてきたのであ
ろうか。
　その特徴として，次の５点が挙げられる。第
１に，対象となる LEP生徒が増大しつつあり，
その対象者は圧倒的にスペイン語を母語とする
ラティーノが多い。ただし，それ以外の多様な
言語による二言語教育も，各学区の要請で行な

われている。
　第２に，かつてはその目的が，英語で学習で
きない生徒のために，初等・中等教育段階の教
育内容を母語で教授することが，生徒の利益に
なると考えられていたが，近年，カリフォルニ
ア州のように，英語を十分に話せない生徒に対
する英語教育の強化に重点が置かれる傾向があ
る。
　第３に，概して共和党の大統領や政治家によ
り，母語での二言語教育に反対する政策が採ら
れようとしてきたことである。それは，戦時と
いう特殊な状況下だけでなく，主として英語を
理解しない生徒への学校教育を行なうことで，

日本語 ４ 13 ０ 35 52

クメール語 ２ ４ ２ 324 332

クム語 ０ ０ ０ １ １

ハングル語 27 ６ ３ 147 183

クルド語 ０ ０ ０ １ １

ラフ語 ０ ０ ０ ６ ６

ラオ語 ３ １ ０ 115 119

標準中国語 11 ８ ０ 128 147

ミーン語 ０ ０ ０ 70 70

ピリピノ語（タガログ語） 20 ６ ３ 200 229

ポルトガル語 ４ ０ ０ 55 59

パンジャブ語 ４ ０ ０ 54 58

ルーマニア語 ０ ０ ０ ９ ９

ロシア語 １ ０ ０ 137 138

サモア語 ０ ０ ０ ７ ７

セルビア -クロアチア語 ０ ０ ０ １ １

スペイン語 10,267 5,428 3,269 23,573 42,537

タイ語 ０ ０ ０ ７ ７

ティグリニャ語 ０ ０ ０ ２ ２

トンガ語 ０ ０ ０ ６ ６

ウクライナ語 ０ ０ ０ 19 19

ウルドゥー語 ０ ０ ０ ５ ５

ヴェトナム語 53 40 18 571 682

その他の非英語 １ ０ ０ 35 36

カリフォルニア州合計 10,690 5,670 3,393 26,910 46,663

出典） Language Census, Spring 1999, Educational Demographics Unit, California Department of Education(http://www.cde.
ca.gov/ds/sd/cd/lcteach99.asp)より作成。
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国家の統一を妨げることにつながり，何よりも
不必要かつ膨大な経費を負担するものであり，
さらにこれからアメリカで暮らす生徒の将来性
を鑑みても，不適切な措置であるとする考え方
である。
　第４に，当初連邦基金は，英語能力に限界の
ある生徒が多い地域の学区が展開する，彼らの
母語による指導プログラムへの支出が多く見ら
れたが，1984年の二言語教育法の改正以降，
LEP生徒の指導にかかる直接的な経費と同様
に，LEP生徒の指導者を養成したり，母語で
はなく英語学習のためのプログラムや，LEP

生徒および二言語教育に関するデータの収集，
そして LEP生徒に対するテストや評価への支
出が増加している。教育省内の OBEMLAや
NCBEなどの創設も，こうした傾向に拍車を掛
けた。
　そして第５に，当初連邦政府は，要請のある
プログラムに対して基金を出すといった姿勢が
見られたが，近年では，州政府や州学校当局と
の連携強化を図り，本格的に LEP生徒に対す
る支援に乗り出している。
　カリフォルニア州では，1980年代以降，英語
を母語としない LEP生徒が急増したため，公
立学校における二言語教育の充実が求められ
た。しかし，その方向性は，彼らに学校教育で
必要な教育内容の理解度を深めることよりも，
アメリカ社会への同化を優先させる方へと向か
いつつある。しかし，従来の二言語教育の廃止
を求める住民提案が可決されたにもかかわら
ず，現実には，これが廃止されたわけではな
く，母語による授業もしくは支援は引き続き継
続されている。事実，ロサンジェルス郡のよう
に，ラティーノ人口が50パーセント近くを占
め，学校に占めるラティーノの割合が70パーセ
ントを超える学校が多くある中で，住民提案に
よって制定された法律の意図と実態が合わない
といった現象が起き，現場では混乱をきたし
た。
　今後も，カリフォルニア州においてはラティ
ーノの増加が見込まれるが，これをカリフォル

ニア州だけの問題とせず，資金的にも政策的に
も，連邦政府との連携をますます重視しつつ，
地域の実状に応じた柔軟性と多様な選択肢が用
意されることが望ましいと考える。
　近年，日本では小学校での英語教育の義務化
をめぐる議論が高まる一方で，すでに日本の公
立学校においても，外国人労働者の増加から，
スペイン語や中国語，タガログ語などを母語と
する子供たちに「補助員」をつけ，学習を支援
する学校が出てきている。カリフォルニア州の
二言語教育政策から得られる教訓として，1998

年の住民提案227号のように，その実施が求め
られるようになった時点で，教材が選定されて
おらず，教師の指導方針すら定まっていないと
いったことのないように，日本語を母語としな
い生徒への対応が後手に回らないための周到な
準備が早急に求められている。

〔付　記〕
　本論文は，2005年度阪南大学産業経済研究所
助成研究「カリフォルニア州ロサンジェルス郡
における二言語教育政策」の成果報告の一部で
ある。
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